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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年６月29日に提出いたしました第70期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）有

価証券報告書の記載事項の一部に追加を要する事項がありましたので、これを訂正するため有価証券

報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

   第４ 提出会社の状況 

    ６ コーポレート・ガバナンスの状況 

    (2) 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

体制の状況 

     ①機関構成・組織運営等に係る事項 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

 

第一部【企業情報】 
   

 第４ 【提出会社の状況】 

  

   ６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

    (2) 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

体制の状況 

     ①機関構成・組織運営等に係る事項 

（訂正前） 

     （a）～（c） 省略 

     （d） 当社は、監査役制度（監査役５名、うち社外監査役３名）を採用している。取締役会

に社外監査役が必ず出席するとともに、同監査役は常勤監査役が行う経営全般にわた

る監査状況についても毎月報告を受けチェックする体制をとっており、モニタリング

の面で有効に機能していると認識している。なお、社外監査役と当社の間に特別な利

害関係等はない。 

（e） 当社の会計監査人であった中央青山監査法人（現みすず監査法人）は、平成18年５月

10日付で金融庁より平成18年７月１日から同年８月31日までの２ヵ月間の業務停止処

分を受け、平成18年７月１日をもって当社の会計監査人としての資格を喪失し、当社

の会計監査人を退任した。これにともない当社は、平成18年８月31日開催の監査役会

の決議により、みすず監査法人を、業務停止期間終了後の平成18年９月１日付で一時

会計監査人として選任した。同監査法人と連携強化を図るため、監査計画および監査

実施状況等について協議する場を設け、情報や意見の交換を適時実施した。なお、一

時会計監査人であったみすず監査法人は、平成19年６月28日開催の定時株主総会終結

の時をもって任期満了により退任し、同日付で、新たに監査法人トーマツを会計監査

人に選任した。 
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（f） 監査役は、内部監査部門である監査室（２名）およびコンプライアンス室（21名）と

の連携強化を図るため、監査計画および監査実施状況等について協議し、情報や意見

を交換する場を毎月設けているほか、内部監査部門が行った内部監査結果について適

時報告を受けている。 

（g） 社外監査役に対し、監査役のスタッフ機能を有する監査室が監査の実施状況ならびに

会社の現況について適時報告しているほか、取締役会の開催に際しては、社長室が議

事内容に関する事前説明を実施している。 

 

     （訂正後） 

     （a）～（c） 省略 

（d） 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。これは、株主総会における特別決

議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のである。 

（e） 当社は、監査役制度（監査役５名、うち社外監査役３名）を採用している。取締役会

に社外監査役が必ず出席するとともに、同監査役は常勤監査役が行う経営全般にわた

る監査状況についても毎月報告を受けチェックする体制をとっており、モニタリング

の面で有効に機能していると認識している。なお、社外監査役と当社の間に特別な利

害関係等はない。 

（f） 当社の会計監査人であった中央青山監査法人（現みすず監査法人）は、平成18年５月

10日付で金融庁より平成18年７月１日から同年８月31日までの２ヵ月間の業務停止処

分を受け、平成18年７月１日をもって当社の会計監査人としての資格を喪失し、当社

の会計監査人を退任した。これにともない当社は、平成18年８月31日開催の監査役会

の決議により、みすず監査法人を、業務停止期間終了後の平成18年９月１日付で一時

会計監査人として選任した。同監査法人と連携強化を図るため、監査計画および監査

実施状況等について協議する場を設け、情報や意見の交換を適時実施した。なお、一

時会計監査人であったみすず監査法人は、平成19年６月28日開催の定時株主総会終結

の時をもって任期満了により退任し、同日付で、新たに監査法人トーマツを会計監査

人に選任した。 

（g） 監査役は、内部監査部門である監査室（２名）およびコンプライアンス室（21名）と

の連携強化を図るため、監査計画および監査実施状況等について協議し、情報や意見

を交換する場を毎月設けているほか、内部監査部門が行った内部監査結果について適

時報告を受けている。 

（h） 社外監査役に対し、監査役のスタッフ機能を有する監査室が監査の実施状況ならびに

会社の現況について適時報告しているほか、取締役会の開催に際しては、社長室が議

事内容に関する事前説明を実施している。 




